別紙様式
平成２３年度９月補正予算　　　　　支出科目　款：民生費　項：児童福祉費　目：家庭児童福祉費
	事業名：新電力需給対策に伴う休日保育等特別事業費補助金


　　　　　　（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）

健康福祉部　子ども家庭課　保育支援担当　電話番号：058-272-1111（内2629）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail：mailto:c11217@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　補正要求額：6,957千円（現計予算額：0千円　補正後予算額：6,957千円）
	事業内容


	１　事業の内容


電力需給対策に伴う就業時間等の変更により、日曜日、国民の祝日（以下、「休日等」という。）においても保育が必要な児童を保育するため、国「平成２０年度子育て支援対策臨時特例交付金（安心こども基金）の運営について（平成２１年３月５日２０文科初第１２７９号・雇児発第０３０５００５号文部科学省初等中等教育局長・厚生労働省雇用均等・児童家庭局長連名通知）」に掲げる事業について、その事業実施に係る経費の一部を補助する。

当該事業の実施により、電力需給対策に伴う就業時間等の変更にも対応し、地域の実情に応じた子育て支援事業を実施することが可能となり、もって安心して子どもを生み育てることができる岐阜県づくりに寄与する。
【休日保育特別事業対象事業】

（１）基本分
電力需給対策実施期間（平成２３年７月～９月）において、新たに休日保育を実施する事業
（２）利用児童数に伴う加算

　　　　　　　　　　　　・新たに休日保育を実施する保育所等において、電力需給対策に伴う企業の就業時間等の変更に
必要となる児童を保育する事業

・既に休日保育を実施している保育所等において、電力需給対策に伴う企業の就業時間等の変更

により保育が必要となる児童を保育する事業
【延長保育特別事業対象事業】

（１）延長保育推進特別事業
・電力需給対策実施期間に新たに下記（２）①の事業を実施する保育所が保育士配置の充実を図ることにより、１１時間の開所時間の始期及び終期前後の保育需要への対応の推進を図る事業。
（２）延長保育特別事業
・時間延長に伴う加算
①電力需給対策実施期間に限り、保育所の１１時間の開所時間の前後の時間において、更に３０分以上の延長保育を実施する事業。
②既に延長保育を実施している保育所が、電力需給対策実施期間において、延長保育時間を更に３０分以上延長する事業
・利用児童数に伴う加算

　　 電力需給対策に伴う企業の就業時間等の変更により保育が必要となる児童を保育する事業

　　　　

【児童の居場所づくりのための特別事業対象事業】

・電力需給対策として新たに休日等（土曜日、日曜日、国民の祝日）に放課後児童クラブの開設を行い、対象児童を受け入れる事業

・既に休日等の開設を行っており、電力需給対策として新たに対象児童を受け入れる事業（電力需給対策の影響により、休日等に新たに利用する児童数に応じて加算）

　
【補助率】
　　国１／２　　県１／４　　市町村１／４
	２　所要経費


休日保育特別事業費補助金（単補）　　　　　　４，４５０千円
延長保育特別事業費補助金（単補）　　　　　　１，１２１千円
児童の居場所づくりのための特別事業（単補）　１，３８６千円
   　 
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


　Ⅴ　ふるさと岐阜県を未来につなぐ人づくり
　　１　子どもを生み育てやすい地域をつくる

○地域での子育て支援を充実する。
	２　これまでの取組状況


　県では安心こども基金を活用し、様々な子育て支援事業を展開しており、保育所の施設整備事業等のハード事業に加え、公共施設における授乳室・子ども用トイレ等整備や子育て家庭向けの文庫の設置等のソフト事業も実施し、地域の子育て支援を図っている。
　
	３　これまでの取組に対する評価


　県、市町村等が、当該事業を活用し、様々な子育て支援事業を実施し、地域の実情に応じた子育て支援を展開している。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳
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